第２３号様式
　年　　月　　日
浜松市長　　○○　○○
　　　　　　　　　　　　　　　指定管理者　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名

代表者氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（構成団体　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

労働関係法令の遵守に関する報告書
	施　設　名
	※募集単位で複数施設の場合は、施設名を連記してください。


· 調査は、○○年　３月に賃金（給与）を支給する者を対象とします。

· 産休・育休など、支給の対象であっても、実際に業務に従事していない場合は、対象外とします。

· 特定の事業を運営するために謝礼（報償費）を支払う講師等は、従事者としてカウントしないでください。

	本指定管理業務の従事者数
	　　名
	【内訳】

期間の定めのない社員・・・・・・・・・・　　　　名

期間の定めのある社員・・・・・・・・・・　　　　名

派遣社員・・・・・・・・・・・・・・・・　　　　名

パートタイム労働者（非常勤職員・ｱﾙﾊﾞｲﾄ等）・・　　　　名


	調　　査　　内　　容

	１　法定基準
	労働基準法§107,108

	
	作成が義務付けられている労働者名簿、賃金台帳を適正に把握するための出勤簿等を整備した。
	□はい　　□いいえ

	２　就業規則
	労働基準法§89,90,106

	
	(1) 就業規則を作成している。なお、常時10人以上の労働者を雇用している場合は労働基準監督署に届出した。
	□はい　　□いいえ

□10人未満

	
	(2) 就業規則を掲示、備え付け、書面の交付等の方法により労働者に周知した。
	□はい　　□いいえ

□10人未満のためなし

	３　労働条件
	労働基準法§15

	
	労働条件は関係法令に照らして適正であり、次の労働条件を労働者に書面で明示している。

・労働契約の期間

・就業場所、業務内容

・始業終業時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇、交替制勤務をさせる場合は就業転換に関する事項

・賃金の決定、計算方法、支払い方法、賃金の締切日・支払日

・退職に関する事項
	□はい　　□いいえ

	４　労働時間管理
	労働基準法

§32,34,35,36,39

	
	(1) 必要な帳簿を備え、労務管理（労働時間等の管理、休憩・休日・休暇の付与、取得）を確実に行った。
	□はい　　□いいえ

	
	(2) 労働基準法第36条における協定（時間外労働及び休日労働に関する協定）を締結し、労働基準監督署に届出した。
	□はい
　年　　月　　日届出

□いいえ　□該当なし

	５　賃金
	労働基準法§24,28,37

最低賃金法§4

	
	(1) 賃金は、通貨で、直接労働者に（同意に基づき金融機関への振込みも可）毎月１回以上、一定日を定めて全額を支払った。
	□はい　　□いいえ

	
	(2) すべての労働時間について最低賃金法に定める賃金額以上の賃金を支給した。
	□はい　　□いいえ

	
	＜賃金額＞
　　　時間給　　　　　　　円（静岡県最低賃金額　　　　　円）

※　従事者が複数の場合は、従事者のうち最も低い者について記載してください。

※　月給の場合の考え方：労働条件で明示したもの

（月額給与×１２ヶ月）÷（１日の所定労働時間×年間所定労働日数）

※　最低賃金の対象となる賃金には、(1)精皆勤手当、(2)通勤手当、(3)家族手当、(4)臨時に支払われる賃金(結婚手当など)、(5)1か月を超える期間ごとに支払われる賃金(賞与など)、(6)時間外労働・休日労働に対する賃金、(7)深夜労働に対する割増賃金は、算入されません。

	
	(3) 時間外労働、休日労働及び深夜業をさせた場合、それぞれ法定割合以上の割増賃金を支払った。
	□はい　　□いいえ

□該当なし

	６　各種保険
	労働者災害補償保険法§3

雇用保険法§4-6

健康保険法§3

厚生年金保険法§6,9,12

	
	(1) 労働保険（労災保険・雇用保険）の加入義務がある労働者について、適切に加入した。
	□はい　　□いいえ

	
	(2) 社会保険（健康保険・厚生年金保険）の加入義務がある労働者について、適切に加入した。
	□はい　　□いいえ

□該当なし


※事業報告書に添えて、○○年○月○○日（○）までに提出してください。
・最低賃金額は、提出時の額を記入してください。









